
目 標 及 び 指 標 事 業 の 概 要

ごみの発生量を減らし、循環的な利用を推進す
るとともに、減量効果の高い処理を行い、最終処
分量を削減し、着実に最終処分を実施する。

ごみのリサイクル率

22％（平成24年度見込み）

→26％（平成29年度）

循環型社会の構築を目指し、環境への負
荷の低減に留意しつつ、ごみの適正な循環
的利用を推進するため、容器包装に係る分
別収集及び再商品化の促進等に関する法律
（平成７年法律第112号）に基づく施策等
を適切に展開することができるよう、ごみ
の種類に応じた分別収集体制の構築を図る
ためのストックヤード、リサイクルプラザ
等のリサイクル施設について、地域の特性
を活かした適切な整備を推進する。

なお、この目標の評価に当たっては、民
間事業者等によるものも含めた地域全体に
おけるリサイクルの推進状況を考慮するこ
とも必要である。

一般廃棄物最終処分場の残余年数

平成24年度の水準（20年分）を維持する。

ごみのリサイクルや減量化を推進した上
でなお残る廃棄物について、生活環境の保
全上支障が生じないよう適切に処分するた
め、最終処分場の設置又は改造、既埋立物
の減容化等により一般廃棄物の最終処分場
の整備を推進する。

焼却せざるを得ないごみについては、焼却時に
高効率な発電を実施し、回収エネルギー量を確保
する。

期間中に整備されたごみ焼却施設の発電効率の
平均値

16％（平成24年度見込み）
→21％（平成29年度）

循環型社会形成推進基本法に基づくごみ
の循環的利用及び処分の基本原則に基づい
た上で、焼却せざるを得ない廃棄物につい
て、最近の熱回収技術の進展を踏まえ、一
定以上の熱回収率を確保しつつ、熱回収を
行い、地域の廃棄物処理システムの省エネ
ルギー化・創エネルギー化に貢献する。

し尿及び生活雑排水の処理を推進し、水環境の
保全を図る。

浄化槽処理人口普及率 効率的な汚水処理施設整備を進めるた
め、下水道、農業集落排水施設等との適切
な役割分担の下、単独処理浄化槽から合併
処理浄化槽への転換を含め、面的整備の一
層の推進を図る。また、地域の状況に応じ
て高度処理型浄化槽の普及を図る。

９％（平成24年度見込み）
→12％（平成29年度）

産業廃棄物の適正な処理を推進する。 必要な処理能力を確保するため、廃棄物
処理センター等の公共関与による施設整備
を推進する。

ＰＣＢ廃棄物の適正な処理を推進する¡ 日本環境安全事業株式会社を活用し、高
圧トランス等及びＰＣＢ汚染物等の拠点的
広域処理施設を整備し、早期の処理完了に
向けた施策を推進する。
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a 災害対策の強化
東日本大震災においては、地震に加え、津波により、大量に発生した災害廃棄物の円滑な処理
体制の構築が大きな課題となった。また、一部の廃棄物処理施設においては、復旧に時間を要し、
通常どおりの廃棄物処理を行うことが困難な事態となった。
そのような状況で、既存の廃棄物処理施設を最大限利用し、さらに休止していた廃棄物処理施
設の再稼働、被災市町村外の廃棄物処理施設、都道府県が整備した廃棄物処理センター等の余力
の活用及び仮設焼却炉の設置によって、災害廃棄物等の処理を進めている。
これを踏まえ、東日本大震災並の規模を含む様々な規模の災害に対応できるよう、公共の廃棄
物処理施設を、通常の廃棄物処理に加え、災害廃棄物を円滑に処理するための拠点と捉え直し、
平素より廃棄物処理の広域的な連携体制を築いておく必要がある。その際、大規模な災害が発生
しても一定期間で災害廃棄物の処理が完了するよう、広域圏ごとに一定程度の余裕をもった焼却
施設及び最終処分場の能力を維持し、代替性及び多重性を確保しておくことが重要である。
地域の核となる廃棄物処理施設においては、地震や水害によって稼働不能とならないよう、施
設の耐震化、地盤改良、浸水対策等を推進し、廃棄物処理システムとしての強 性を確保する。
これにより、地域の防災拠点として、特に焼却施設については、大規模災害時にも稼動を確保す
ることにより、電力供給や熱供給等の役割も期待できる。
また、市町村等においては、災害廃棄物を処理する具体的な計画を策定し、災害時の円滑な廃
棄物処理体制の確保に努める。その際必要に応じて、震災等により発生した災害廃棄物を保管す
るためのストックヤードの整備を推進する。
さらに、都道府県においては、広域的な大規模災害に備えるために、想定される災害廃棄物の
発生規模を踏まえ、災害廃棄物を処理する具体的な計画を策定するなど、市町村間や民間事業者
との連携・調整を図っておくことが必要である。

b 廃棄物処理施設整備に係る工事の入札及び契約の適正化
廃棄物処理施設の整備に当たっては、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平
成12年法律第127号。以下「公共工事入札適正化法」という。）、公共工事の品質確保の促進に関
する法律（平成17年法律第18号。以下「公共工事品質確保法」という。）等に基づき、競争性と透
明性が高く、公正・公平性が確保されるよう契約され、長期的かつ総合的に品質と価格で優れた
工事が施工されることが求められている。
このため、公共工事入札適正化法の趣旨を踏まえ、入札及び契約の透明性・競争性の向上、不
正行為の排除の徹底及び公共工事の適正な施工の確保を図るとともに、公共工事品質確保法に基
づき、総合評価落札方式の導入を推進する。
また、地方公共団体等に対し、廃棄物処理施設整備に係る工事関係文書等の標準化、電子化、
電子調達システムの導入等の実施を促す。
併せて、国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（平成

19年法律第56号）の趣旨を踏まえ、温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に努める
ものとする。

３．廃棄物処理施設整備事業の実施に関する重点目標及びその達成のため効果的かつ効率的に実施す
べき事業の概要
整備計画の計画期間中の廃棄物処理施設の整備については、次のとおり重点目標を設定し、その
達成に向けて効果的かつ効率的な事業執行を推進する。
全体目標：生活環境の保全及び公衆衛生の向上を前提として、廃棄物等の適正な循環的利用及び適

正な処分のための施設等を整備し、循環型社会の形成の推進を図る。
注）表中のごみ及び一般廃棄物最終処分場に係る指標値は、廃棄物処理法基本方針及び循環基本法
第15条に基づく循環型社会形成推進基本計画に即して設定したものである。
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